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本研究では、京都議定書のもとに認められた政策の 1 つで、新規植林・再植林を対象とする吸収源 CDM

の事業に着目し、フィジーのマングローブ植林事業を事例として、吸収源 CDM ガバナンスの課題を抽出、

事業推進の方向性について検討し、提言することを目的とした。 

フィジー事業は吸収源 CDM 事業化を目指して実現可能性を検討している段階であり、2005 年 8 月開始の

試験植林事業を契機として住民の組織化などが進められた。しかし、2005 年度に数回の試験植林が行われ

て以降、事業者は植栽及び植林地管理などの活動を行っていない。当試験植林を契機とした住民側の自主

的な植林活動も行われておらず、植林事業実施のために組織化された住民組織は事実上の休止状態にあっ

た。 

これは事業者が新方法論の開発に集中していたこと、伐採を前提としない環境植林型の事業であるため

採算性の面で苦慮していたことなどが主な理由である。また、2006 年 12 月にフィジーにてクーデターが

発生し、政権が交代したことも事業化を妨げる大きな要因であった。クーデターを機に指定国家機関（DNA）

が交代するなど省庁再編の混乱も大きく、事業者にとってはフィジー政府との協力が困難な状況にあり、

事業承認のための手続きや関係法令の把握などが十分に行えなかった。 

ガバナンス、とりわけアクター間の協働の観点からは、事業者が孤立していることが吸収源 CDM の問題

の 1 つとして指摘できる。当事例では投資企業が見つからず、また途上国政府からの支援も十分に得るこ

とが出来なかった。フィジーのようなテロ発生は極端な例ではあるものの、途上国に多く見られる政権の

不安定さは事業実施の大きな阻害要因ともなり得る。一方、地域住民は自主的な植林活動こそ行っていな

いものの、マングローブは生態系保全機能や防波堤の機能を有するものなどとして植林活動の意義を十分

に理解していることが分かった。これらをエントリーポイントとして、事業者と地域住民間で良好な関係

性を構築することがガバナンス向上のための一助となろう。 
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